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1 その制度を巡る経過と制度における考え方は、例えば、電気通信事業法制研究会[2019] 203-216 におい
て概観できる。また、累次の情報通信審議会答申等に施策の展開についての議論が見られる。 
2 モバイルビジネス研究会[2007] 2 
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電気通信事業法が昭和 60 年(1985)4 月に施行される前にも、「端末設備」に相当















が施行された昭和 60 年(1985)までの約 120 年間における端末・ネットワークの提供
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株式会社による独占に移行し、これが昭和 60 年(1985)3 月まで継続したから、官営独
占の政策は、110 年以上に亘って維持されてきたことになる。 
我が国の最初の公衆電気通信業務は、電信業務により始まった。電信技術は、嘉
永 7 年 1 月 16 日（1854 年 2 月 13 日）に旗艦サスケハナ号以下 7 隻の軍艦を率いて
我が国を再訪したアメリカ合衆国のマシュー・ペリー提督が、ミラード・フィルモア米国
大統領からの献上品として電信機を我が国に持参したことでもたらされた。 




明治元年(1868)10 月頃頒布されたという広瀬自懿による願書（明治元年 9 月 3 日付）
が翻刻されている 3。これは、「京阪ノ閒ヱテレガラーフ仕掛公私ノ消息御報相成候様
















                                                   
3 宮武外骨『明治史料』（昭和 2 年）17･18 頁（宮武外骨[1987]所収・覆刻（545･546 頁）） 
4 五代龍作編『五代友厚伝』（昭和 8 年）（五代龍作[1998]による覆刻。）162-164 頁 
5 五代龍作編『五代友厚伝』（昭和 8 年）（五代龍作[1998]による覆刻。）164 頁 
6 五代龍作編『五代友厚伝』（昭和 8 年）（五代龍作[1998]による覆刻。）164･165 頁 
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ここでは、明治元年 11 月 19 日(1869 年 1 月 1 日)に迫った東京開市、即ち、築地
に外国人居留地を設けて行うこととされた貿易開市に当たり、東京・神奈川間の通信
の便のため、電信機設備を設置したい、電信機設備については取り敢えずもう注文し
た（文書の別紙には、費用 3702 ドルとある。）ということを言っている。 
この文書に関し、この 70 年以上後の昭和 15 年(1940)に逓信省が編纂した『逓信
事業史』では、「茲に於いて、明治元年十二月の廟議は、電信線架設のことを決定す










                                                   
7 「明治元年 東京横浜間電信機設置之義ニ付キ神奈川県照会之件」『外務省記録 内地電信線架設関係
雑件』第一巻(外務省外交史料館)（JACAR(アジア歴史資料センター)Ref.B12081276800）。川野辺冨次
[1990]15-38 は、これを原本ではなく写本であるとしている。 
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同年 9 月 18 日（1869 年 10 月 22 日）、燈明台役所が民部省・大蔵省に移管され、
燈明台局となる。（民部省・大蔵省は、同年 8 月 12 日（1869 年 9 月 17 日）から卿、大
輔などが兼任となっており、燈明台局は両省の共管となった。）そしてこの移管の翌
19 日（1869 年 10 月 23 日）、横浜裁判所と東京築地の運上所との間の架設工事が始
められた 14。 
同年 11 月、東京・横浜間の電信の利用条件を規定した東京・横浜伝信局 15「伝信
機之布告」16が発布された。ここには、用向きがある者は横浜又は東京の伝信局に要
用を仮名書きで持参すること、料金は 1 字当たり銀 1 分であること、伝信局から離れ
た場所に届ける場合には早飛脚で届けるのでその分追加料金が発生することなどの
条件を定め、業務は 12 月 25 日（1870 年 1 月 26 日）から開始するとしている。 









                                                   
11 川野辺冨次[1990]15-38 









[1867-71]15（明治）2 年 9 月 19 日条 




16 内閣官報局[1887a]第千百二、太政官[1867-71]15（明治）2 年 9 月 19 日条の次。郵政博物館に所蔵の
布告書がある。 
17 『日本帝国政府電信頭第一報告書』（明治８年）3 頁（郵政省[1969]17 所収・覆刻）、工部省[1883]己巳
二年十二月条、大蔵省[1888]495 
18 日本電信電話公社九州電気通信局[1971] 21･22 
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大北側からの働きかけは、最初はロシアを通じて始められた。明治 3 年 4 月 23 日






ルク領事代理からは、1870 年 6 月 28 日（明治 3 年 5 月 30 日）付けで、沢外務卿に
宛てて電信線敷設について周旋を重ねて依頼する書簡が届けられた 22。 





デンマーク側からは、1870 年 7 月 8 日（明治 3 年 6 月 10 日）付で、公式に電信線
陸揚げの免許を申請する書簡（シッキ公使名で沢外務卿・寺島外務大輔宛）がもたら
された。書簡では、コペンハーゲンで編制された電信線敷設の会社（大北中国日本電
信拡張会社(Det store Nordiske China og Japon Extersion Telegraf Selskab)）に日本
の開港場で海底ケーブルの陸揚げを認めるよう免許を求める旨 25が記されている。
                                                   
19 「而比利亜日本志那間ニ海底電線布設ニ関シ照会ノ件」『外務省記録 丁抹国大北電信会社ト海底電線











揚ニ関スル約定締結一件』第一巻（外務省外交史料館）(JACAR Ref.B07080182800 (0037 から 0038))、
「外務卿沢宣嘉、同大輔寺島宗則ト丁抹使節等トノ対話書 謁見ノ儀ニ付テノ打合、海底電線敷設ニ関ス
ル件」外務省[1938]162 号文書、277-280 
24 長島要一[1995]77-92 によると、J.F.シッキ(Sick)は元々は外交官で侍従であったが、1857 年に退官、
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行ってしまおうというものであった。デンマーク側の書簡の日付と同じ明治 3 年 6 月 10
日、太政官は、東京長崎間の電信線架設を民部省に指令した（そして、太政官から外
務省へは、民部省に指令した旨を通知した）30。 
その上で、寺島外務大輔は、同月 19 日（1870 年 7 月 17 日）、横浜裁判所で、沢外
務卿と共にシッキ公使と再度面談した 31。シッキ公使には大北社の E.スエンソン 32が





北社による国内ルートの架設の意欲を示している。しかし、6 月 29 日（1870 年 7 月 27
日）に寺島大輔がシッキ、スエンソンと会談した 34ときには、大北側は、陸上電信線に




料館）(JACAR Ref.B07080182800 (0040 から 0060、0064 から 0082))、「丁抹使節ヨリ外務卿沢宣嘉、






[1867-71] 21（明治）3 年 6 月 10 日条、内閣官報局[1887b]第三百九十五、233、大蔵省[1888]496。外務
省では、太政官から民部省に指令した記録を大北電信会社との交渉に関する簿冊に収めて保管している
（『外務省記録 丁抹国大北電信会社ト海底電線沈架陸揚ニ関スル約定締結一件』第一巻（外務省外交史
料館）(JACAR Ref.B07080182800 (0097))）。 
31 『外務省記録 丁抹国大北電信会社ト海底電線沈架陸揚ニ関スル約定締結一件』第一巻（外務省外交史
料館）(JACAR Ref.B07080182800 (0086 から 0094))、「横浜裁判所ニ於テ外務卿沢宣嘉、同大輔寺島宗
則ト丁抹使節等トノ対話書 海底電線敷設ニ関スル件」外務省[1938]166 号文書、290-295。原文（和訳
を含む。）の引用は、『外務省記録』より。 
32 長島要一[1995]77-92 によると、E.スエンソン(Edouard Suenson)は、1870 年に大北電信会社に入
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過を辿ると、この時点で電信業務が始まっていた東京横浜間の他、明治 3 年 7 月の
布告 36により、8 月 20 日（1870 年 9 月 15 日）に大阪川口・神戸大手筋間で電信線が
架設され、大阪と神戸に伝信局が置かれた 37。そして、同年 9 月 7 日（1870 年 10 月
1 日）に横浜長崎間電信架設について太政官から民部・大蔵省に指令があり 38、民部
省から電信業務を引き継いだ工部省により、明治 4 年 8 月 9 日（1871 年 9 月 23 日）
に東京長崎間（長崎線陸路）電信（第一線）の架設が起工された 39。明治 5 年 9 月に
は横浜長崎間電信（第二線）の架設が起工された 40。こうして、同年 12 月、東京神戸
間電信（第一線）が開通 41、明治 6 年（1873）2 月には東京長崎間（東京から神戸を経
て長崎へ）（第一線）及び横浜長崎間電信（第二線）が開通するに到った 42。 









２．２．私線架設禁止（明治 5 年）の論理 
 
この交渉の後、明治 5 年 9 月 2 日（1872 年 10 月 4 日）、工部省では、今後は伝送
路の私設を認めないこととする方針を打ち出し、太政官で裁可を受けた。このときの
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明治 7 年(1874)7 月、電信線の私設は、「各地官設ノ本線ヘ接続スル支線架設」に
ついて解禁する（明治７年工部省布達第 18 号）こととされた。解禁はされたものの、こ
れは、電信線の私設は、あくまで官設の公衆電信網の補助手段としてのみ限定的に
認めるということであった。この旨は、同年 8 月 28 日に電信私線規則（明治 7 年工部
省布達第 21 号）が定められて、更に明示された。即ち、同規則では、「官線架設アリ
テ来往ノ音信無差支場所」（東京横浜間、東京長崎間を例示。）を除き、許可を受けて
電信線を私設することが認められることとした（第 1 条、第 3 条）。『逓信事業史』では、
これは、「全国に渉る官線の達成は事容易に非ず、一面文明の利器を要望するもの
多きに至った」ためだと説明している 46が、許可された私線は「必官線ニ接続セシムル
事」とされ（第 2 条）、「架線建築器械据付等電信寮ニテ処分」（第 5 条）、技術者は電
信寮で選任（第 6 条）とされ、極めて限定的なものであった。 
明治 7 年 9 月 22 日に制定された日本帝国電信条例（明治 7 年 9 月 22 日太政官





第 21 号）は、その 10 年後、明治 17 年(1884)10 月 2 日に廃止された 47。これは、工
部省が次に見る電話官設に向けて動く中での出来事だった。 
 




47 明治 17 年 10 月 2 日太政官布達第 22 号 
Hirao School of Management Review (2021), Vol.11, pp.123-162 








の特許が米国で認められたのは 1876 年(明治 9 年)、翌年には日本にも輸入された。
これにより公衆向けの電話業務の開始が検討されたのは明治 16 年（1883）からのこ
とだった。 
電話の業務を官営で行うか民営で行うか、明治 16 年から 23 年(1890)に到るまで、

































50 「第三拾壱号 電話線新設之儀ニ付再伺」の参照文書『公文録』明治十七年（「23 電話線新設の件」
郵政省[1970a]359 所収） 
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ている。そうして 3 万円の予算を求めたのだが、5 月 1 日、大蔵省では、松方正義大
蔵卿の名前で、財政難につき本年度の支出は難しいという意見を三条太政大臣に提









けることにし」たという。明治 18 年(1885)5 月 15 日、渋沢栄一らは佐々木工部卿に対
して「電話通信ノ業」の営業許可を求めて願書を提出した 54。 
他方で、工部省は、石井局長の渋沢への働きかけとは裏腹に、むしろ、官設での







                                                   
51 「第三拾壱号 電話線新設之儀ニ付再伺」『公文録』明治十七年（「23 電話線新設の件」郵政省
[1970a]358-359） 
52 「第三拾壱号 電話線新設之儀ニ付再伺」『公文録』明治十七年（「23 電話線新設の件」郵政省
[1970a]358-359） 
53 『雨夜譚会談話筆記』上（渋沢青淵記念財団竜門社編纂『渋沢栄一伝記資料』第九巻（渋沢栄一伝記資
料刊行会、昭和 31 年）699 頁） 
54 渋沢栄一他「電話会社創立ノ義ニ付願書」（明治 18 年 5 月 15 日）（渋沢青淵記念財団竜門社
[1956]696-697） 
55 「第六十二号 伝話線官設ノ義ニ付伺」『公文録』明治十八年（「33 伝話線官設の請を許さざるの
件」郵政省[1970a] 397-398 所収） 
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59 「私設電話会社の許否如何」『東京経済雑誌』第十八巻第四三二号 218 頁（明治 21 年 8 月 18 日）（渋
沢青淵記念財団竜門社[1956]713） 
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この建議に対して、太政官は、大蔵省・内務省の意見を徴した上で、10 月 26 日、
官設については、「国費多端ノ折柄」、国庫の余裕がなく聴許できないと決定した 61。
他方で、民設の是非については、「俄カニ其可否ヲ断ジ難キ儀ト被存候」として態度を




之趣難聞届候事」と伝えられたのは、同じ 11 月の 30 日のことだった 62。 















                                                   
60 石井寛治[1994]162-164 
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逓信省は、明治 22 年(1889)1 月､東京･熱海間で試験的に公衆に対して電話通信
を開いた(明治 21 年逓信省告示第 215 号)。そして、その成果を見て、明治 23 年








もので、これにより新たに電信法（明治 33 年法律第 131 号）が制定された。 
同法では、その第１条において「電信及電話ハ政府之ヲ管掌ス」と規定した。電信・
電話の事業を政府が自ら経営し専掌する原則を法律上明らかにした。設備の私設は、
第 2 条の規定により、専用 71に供するため施設するもの等に限定して認められた。 













70 「（閣議請議）通第五七二二号 電信法制定ノ件」『公文類聚』（郵政省[1970b]166） 
71 川村竹治[1900]35 では、「茲ニ専用トハ他人又ハ他所ト連絡使用スルヲ禁スルノ謂ニシテ必シモ一人又
ハ一所ニ於テノミ使用スヘキモノトイフニ非サルナリ」と解説している。 
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は、昭和の戦中・戦後の時期に入り、運輸通信省（通信院）（昭和 18 年(1943)11 月 1
日から）、内閣逓信院（昭和 20 年(1945)5 月 19 日から）、（第二次）逓信省（昭和 21 年
(1946)7 月 1 日から）、電気通信省（昭和 24 年(1949)6 月 1 日から）と変遷したが、こ
れが独占的に設備を提供する形態に変わりはなかった。 









                                                   
72 川村竹治[1933]5-15 
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27 年法律第 250 号）により、電電公社が昭和 27 年 8 月に発足した。電気通信省は
廃止され、電気通信行政は郵政省がその任にあたることになった。国際電気通信に
ついては、他国との競争関係等により、一層徹底した企業活動の自由と機動性とを
確保するため民営とすることとして 74、国際電信電話株式会社法（昭和 27 年法律第




電電公社と KDD により一元的に提供されることになった 75。また、公衆電気通信役務
の提供条件を規律する公衆電気通信法が制定され、昭和 28 年(1953)8 月 1 日に施
行された。 
公衆電気通信業務の独占は、郵政省電気通信監理官室監修『電気通信関係法詳


















話機（昭和 32 年法律第 98 号による改正。）、地域団体加入電話の組合交換設備及
び電話機並びにこれらの附属設備（昭和 33 年法律第 137 号による改正。）、集団電
話の附属設備（昭和 44 年法律第 32 号による改正。）が各々追加された。 
このように、構内交換設備（ＰＢＸ）などについて例外が設けられるに到った背景と
して、当時公衆電気通信法の解説を行った金光昭・吉田修三『公衆電気通信法解説』
                                                   
て、ここに日本電信電話公社を設立することといたした次第でございます。」 





75 当時の有線電気通信法第 10 条及び電波第 4 条第 2 項等 
76 電気通信関係法コンメンタール編集委員会[1973a]15 
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２．６．競争原理導入と外国性制限（昭和 60 年）の論理 
 
第二次世界大戦により荒廃した電気通信設備が復興して電気通信網の整備拡充







                                                   
77 金光昭・吉田修三[1953]262、電気通信関係法コンメンタール編集委員会[1973b]565 
78 公衆電気通信法第 55 条の 13 第 2 項の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令（昭和 57 年郵政省令
第 55 号） 
79 電気通信関係法コンメンタール編集委員会[1973b]561 
80 臨時行政調査会[1982]第５章１（３） 
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心を持った。自由民主党での調整を経て同年 4 月 6 日に閣議決定された電気通信事
業法案では、第二種電気通信事業者に外資規制は設定されず、外国性を制限する
規定は第一種電気通信事業者のみについて設定された。また、その他に、日本電信
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86 日米間の市場志向型分野別協議（MOSS 協議）を受けて安倍晋太郎外務大臣、ジョージ・シュルツ国
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に外国性のある者（外資比率３分の１以上等）が含められた（第 11 条）。 
この第 11 条では、具体的には、次の者に対して、郵政大臣は第一種電気通信事
業に係る許可をしてはならないと規定した。 
① 「日本の国籍を有しない人」（同条第 4 号） 
② 「外国政府又はその代表者」（同条第 5 号） 


















                                                   
88 電気通信法制研究会[1987]47 
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100 号による同法の改正では、サービスの貿易に関する一般協定の第 4 議定書の実
施に伴い、第一種電気通信事業の欠格事由のうち外国性の制限に係るものは全て
削除することとした。また、KDD の外国性制限についても平成 10 年(1998)の KDD 法
の廃止で撤廃された。 
他方、NTT については、平成 11 年(1999)の組織改編後は、日本電信電話株式会
社等に関する法律等で、NTT、NTT 東日本、NTT 西日本について外国性制限が維持
された。平成 13 年(2001)にこれが更に柔軟化され、電気通信事業法等の一部を改正
する法律（平成 13 法律第 62 号）による NTT 法改正により、NTT、NTT 東日本・西日
本への外資参入は３分の１未満まで可能とされた。 
この NTT における外国性制限の考え方について、平成 13 年(2001)の見直しの契
機となった電気通信審議会「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争政
























                                                   
89 電気通信審議会[2000]70 
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３．端末開放とスマートフォン時代の政策の論理（昭和 60 年から令和 3 年） 
 




























これは、電気通信事業法第 49 条第 1 項の規定を受けて、電気通信事業法施行規
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３．２．移動機売り切り導入（平成 6 年）の論理 
 

























定）（平成 5 年(1993)9 月）の 94 項目の一環として、携帯電話端末売切り制導入を決
定、これを受けて、郵政省では、平成 5 年(1993)11 月に端末設備等規則（昭和 60 年
郵政省令第 31 号）を改正、翌年 2 月 4 日に「端末設備であつて電波を使用するもの
のうち、利用者からの接続の請求を拒めないものを定める件」（平成 6 年郵政省告示
第 72 号）を制定し、省令で定める技術基準に適合する携帯電話端末との接続の請求
                                                   
92 移動機の在り方に関する調査研究会[1992]2 
93 移動機の在り方に関する調査研究会[1992]3 
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小型のコンピュータで携帯性のある PDA(Personal Digital Assistant)と呼ばれる装
置が 1990 年代から市場に投入されてきた。その PDA と電話機の機能を持ち、インタ
ーネットに接続できる端末として、シャープ、ウィルコム、マイクロソフトによる W-
ZERO3 が平成 17 年(2005)12 月に日本で発売された 99。これがスマートフォンと呼ば
れる高機能端末の早い事例になる。 
我が国で特に市場を席巻することとなるスマートフォンであるアイフォーン(iPhone)
の最初の世代は、2007 年（平成 19 年）1 月 9 日に、サンフランシスコのマックワール
ドの場で、同社のスティーブ・ジョブズ CEO によって、携帯電話、同社の携帯型デジタ
ル音楽プレイヤーであるアイポッド(iPod)、インターネット通信機器の３つの機能を持
                                                   
94 同時に、デジタルデータ伝送用端末（テレターミナル）についても同様の措置が採られた。平成 7 年
(1995)2 月には、無線呼出用端末及び PHS 端末について同様の措置が採られた。 
95 平成 11 年 2 月に NTT ドコモが i モードサービスの提供を始めた。（NTT ドコモ[2019]） 
96 平成 12 年 11 月にジェイフォン東日本、ジェイフォン西日本及びジェイフォン東海からシャープの開
発した J-SH04 が発売された。（国立科学博物館[2014]） 
97 平成 17 年 12 月にウィルコムからシャープ等の開発した W-ZERO3 が発売された。（ウィルコム・マイ
クロソフト・シャープ[2005]  
98 モバイルビジネス研究会[2007]4 
99 ウィルコム・マイクロソフト・シャープ[2005]  
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ドして端末に機能を追加できるアップストアが搭載されたのは、2008 年（平成 20 年）7
















った SIM ロックであった。SIM ロックは、平成 12 年(2000)の第三世代（3G）携帯電話サ
ービスの開始より取扱いが始まったもので、移動体通信サービス事業者において、自
社の SIM カード 102が挿入されたときにのみ端末設備が動作するように設定することを








では、平成 19 年(2007)9 月 20 日の報告書で、「SIM ロックについては原則解除するこ
とが望ましい」としつつも、「当面、その動向を注視し、今後の BWA の進展や端末市
場の動向を見て、2010 年の時点で 3.9G や 4G を中心として SIM ロック解除を法制的
に担保することについて最終的な結論を得ることが適当である」とした 103。 
総務省では、その 2010 年（平成 22 年）の 4 月に関係事業者等からヒアリングを行
い、その結果を踏まえて SIM ロック解除の在り方についてあらためて検討した。そし
て、同年 6 月 30 日、「SIM ロック解除に関するガイドライン」を策定し、SIM ロック解除
の円滑化を目指す第一歩を踏み出した。 
ただ、このガイドラインは、「モバイルビジネス研究会報告書」が提言したような SIM
                                                   
100 Apple, Inc.[2007] 
101 Apple, Inc.[2008] 
102 Subscriber Identity Module Card 
103 モバイルビジネス研究会[2007] 29 
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ンに応じて、NTT ドコモでは、平成 23 年(2011)4 月 1 日以降に発売されたほぼすべて
の端末で SIM ロック解除を可能としたが、ソフトバンクでは SIM ロック解除対応端末と
して発売したのは 4 機種で、KDDI ではいずれの端末も SIM ロック解除を不可とした
105。要するに、総務省の期待した SIM ロック解除への対応は一部にとどまったのだっ
た。 
そのため、総務省では、平成 26 年(2014)の「ICT サービス安心・安全研究会」（座
長：新美育文明治大学教授）でこれについて再度検討、同年 12 月 10 日の報告書の
提言を受けて、上記ガイドラインを改定した。改定後のガイドラインは、SIM ロック解除
を法的な規律の対象と位置づけるものとなった 106。具体的には、平成 19 年法律第
136 号による改正で電気通信事業法に新設された業務改善命令の規定（第 29 条第











ら約 6 か月経過後とした 107。 
こういった事業者の運用に対し、この SIM ロック解除猶予期間の短縮等を求める利
用者からの声が上がった 108として、総務省では、平成 28 年(2016)に開催した「モバイ
ルサービスの提供条件・端末に関するフォローアップ会合」（座長：新美育文明治大
学教授）において、SIM ロック解除の円滑化に向けた議論を実施した。ここでの検討








                                                   
104 総務省[2010]「１ 趣旨」 




109 令和元年 11 月までは、「モバイルサービスの提供条件・端末に関する指針」（平成 29 年 1 月 10 日）
の中のふたつのガイドラインのひとつとして位置づけられていた。 
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4 四半期に 11 万 7455 件だった SIM ロック解除件数は、新しい指針の施行後の 29 年
度(2017)第 4 四半期には 59 万 1593 件にのぼった。 
このガイドラインは、総務省の「モバイル市場の公正競争促進に関する検討会」（座
長：新美育文明治大学教授）報告書（平成 30 年(2018)4 月）の提言を受けて平成 30






























また、ガイドラインの第二の柱である SIM ロック規制に関しては、SIM ロックに内在
する問題点がガイドライン上に明示されている。それは、即ち、「役務を提供する事業
                                                   
110 「事業者が端末の流通・販売を行う者に対して、正当な理由なく、その流通・販売を制限し、又は、
その販売価格や販売価格の値引き額を実質的に指示することは、電気通信の健全な発達又は利用者の利便
の確保に支障が生ずるおそれがあるときは、業務改善命令の要件（電気通信事業法第 29 条第１項第 12
号）に該当する」ことを明示した。 
111 総務省[2019] ３ 
112 モバイル市場の公正競争促進に関する検討会[2018]29 
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113 総務省[2019] ４ 
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った 114。また、平成 18 年（2006）9 月 1 日、ソフトバンクは、端末の割賦販売を導入し
たのに合わせて、その割賦代金相当額を月々の通信料から割り引く「スーパーボー






「モバイルビジネス研究会」であった。その平成 19 年(2007)9 月 20 日の報告書の提











月 18 日、MNO に対して、「利用者等に対する高額な端末購入補助について、端末の
価格に相当するような行き過ぎた額とならないよう、適正化に取り組むこと」を総務大










                                                   
114 モバイルビジネス研究会[2007]13 
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また、KDDI 及び沖縄セルラー電話では、同年 7 月 14 日に、実際のデータ使用量
に応じた定額料金が自動的に適用される「au ピタットプラン」及び 20GB または 30GB
のデータ定額型料金の「au フラットプラン」の提供を開始した 121。これは、端末購入を
条件とする通信料金の割引をせずに、通信料金を恒常的に値下げするものだった。 


























                                                   
120 NTT ドコモ[2017]  
121 KDDI 株式会社、沖縄セルラー電話株式会社[2017a] 
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また、総務省でも、同年 10 月 10 日から開催した「有識者会議であるモバイル市場
の競争環境に関する研究会」は、「ICT サービス安心・安全研究会」の「消費者保護ル
ールの検証に関する WG」と合同で、「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提























                                                   
125 規制改革推進会議[2018]5 
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126 モバイル市場の競争環境に関する研究会、ICT サービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証
に関する WG[2019]3,4 
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表 2 端末設備政策が法益を担保する論拠（昭和 60年以降） 
法益を担保 
する 
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